
エネファーム研修会



（１）ＬＰガス販売数量の推移について

ＬＰガスの販売量は19年以降年々減少傾向にある。

↓

今後ＬＰガス事業者が勝ち残っていくためには、ＬＰガスの販売量を増やす必要がある。

平成25年度のＬＰガス市場は
全体で平成19年比▲17％
家庭業務用で平成19年比▲17％
自動車用で平成19年比▲31％

1.需要開発推進運動実施の背景1.需要開発推進運動実施の背景
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（２）ＬＰガス消費者戸数推移について

ＬＰガスの消費者戸数はＨ15年以降、減少傾向にある。

↓

今後ＬＰガス事業者が勝ち残っていくためには、ＬＰガスの消費者戸数を増やす必要がある。

23,946,683 

27,500,602 

25,201,088 

22,000,000

23,000,000

24,000,000

25,000,000

26,000,000

27,000,000

28,000,000

Ｈ1 Ｈ2 Ｈ3 Ｈ4 Ｈ5 Ｈ6 Ｈ7 Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10Ｈ11Ｈ12Ｈ13Ｈ14Ｈ15Ｈ16Ｈ17Ｈ18Ｈ19Ｈ20Ｈ21Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25

（戸） ＬＰガス消費者戸数推移表 出典：全国ＬＰガス協会

1.需要開発推進運動実施の背景1.需要開発推進運動実施の背景

2



（３）オール電化について

オール電化の進行による燃料転換の進行。

↓

オール電化に対抗し、ＬＰガスの単位当たりの消費量増加が必要である。

オール電化住宅 年間戸数予測
電化率＝新築ｵｰﾙ電化住宅数÷新築着工住宅数
出典：株式会社富士経済「ｴﾈﾙｷﾞｰ需要家別ﾏｰｹｯﾄ調査要覧2012」＜住宅分野編＞

オール電化住宅累計ストック
東日本震災後、オール電化住宅は年間戸数では減少傾向。
しかし、累計戸数では増加傾向。
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２.エネルギー基本計画 平成２６年４月閣議決定２.エネルギー基本計画 平成２６年４月閣議決定

（1）ＬＰガスの位置づけ

・化石燃料の中で温室効果ガス
の排出が比較的低く、発電に
おいてはミドル電源として活
躍可能であり、また最終需要
者への供給体制及び備蓄制
度が整備され、可搬性、貯蔵
の容易性に利点があることか
ら、平時の国民生活、産業活
動を支えるとともに、緊急時
にも貢献できる分散型のク
リーンなガス体エネルギー源
である。

・災害時にはエネルギー供給の
『最後の砦』と記載されてい
る。

（２）「水素社会」実現に向けた取
り組みの強化

・エネファーム、２０２０年１４０万
台。２０３０年５３０万台の導
入を目標としており、コスト低
減をすることで自律的に導入
が進む環境を実現する。

（３）家庭用部門における省エネ
ルギーの強化

・２０２０年までに新築の住宅へ
の省エネ基準適合の義務化

（ＺＥＨ＝ネット、ゼロ、エネル
ギー、ハウス。発電電力量－
消費電力量≧０）
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3.エネファームの販売台数3.エネファームの販売台数

① エネファームの普及台数の目標
２０２０年 １４０万台

２０３０年 ５３０万台 (10軒に1軒はエネファームの時代)

② 平成２５年度の販売台数(２５/４～２６/３補助金交付台数)

平成２４年補正補助金２５１億円 53,000台
都市ガス仕様実績 25,871台
ＬＰガス仕様実績 5,236台

合計 31,107台 58%

③平成２６年度の販売台数(２６/４～２７/３補助金交付台数)

平成２５年補正補助金２００億円 50,000台
都市ガス仕様実績 31,687台
ＬＰガス様実績 4,556台

合計 36,243台 74%

④平成２７年度の目標販売台数

平成２６年補正補助金２２２億円

ＬＰガス仕様（目標） 12,000台
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４.平成26年度 エネファームの実績４.平成26年度 エネファームの実績

平成26年度(平成26年4月～平成27年2月） エネファーム補助金分布（ＬＰガス＋都市ガス仕様機）

戸建 35,785

集合 162 新築 4,296

店舗・住宅共 164 既築 260

その他 132 合計 4,556

合計 36,243 (既築割合６%)

新築 18,722

既築 17,521 新築 14,426

合計 36,243 既築 17,261

合計 31,687

(既築割合５４%)
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（単位：台）
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エネファームの普及は、ＬＰガス販売事業者の既設販売への取組が不可欠！！



ご清聴ありがとうございました
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